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４ 住宅再建に向けた取組（災害公営住宅・民間住宅等用宅地の整備）

○ 住宅再建や復興まちづくりの加速化に向けて、復興交付金による支援、円滑な施工確保の支援等を

実施。

○災害公営住宅の整備や高台の宅地造成は、2020年末に全て完成した。

※調整中及び帰還者向けの災害公営住宅を除く

復興まちづくりの進捗状況（令和２年12月末時点）

・被災３県で、民間住宅等用宅地注1）、災害公営住宅は令和２年12月に計画戸数の全てが完成。
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注1）民間住宅等用宅地は、防災集団移転促進事業、土地区画整理事業、漁業集落防災機能強化事業の３事業を指す。

注2）令和２年度末の進捗率に関しては、災害公営住宅及び民間住宅等用宅地の供給状況（令和２年12月末時点）に基づいて記載。
注3）災害公営住宅の進捗率には、調整中及び原発避難からの帰還者向け災害公営住宅の戸数を含んでいない。
注4）被災８県とは、岩手県、宮城県、福島県の３県の他、青森県、茨城県、千葉県、長野県、新潟県の５県を合わせた計８県のことである。 9























浪江町（２０１７年１２月２２日認定）

・区域面積：約661ha ・居住人口目標：約1,500人

・避難指示解除の目標：2023年３月
（ただし、早期に整備が完了した区域から先行する。）

飯舘村（２０１８年４月２０日認定） 葛尾村（２０１８年５月１１日認定）

・区域面積：約186ha ・居住人口目標：約180人

・避難指示解除の目標：2023年春
（ただし、早期に整備が完了した区域から先行する。）

・区域面積：約95ha ・居住人口目標：約80人

・避難指示解除の目標：2022年春

１０ 帰還困難区域の復興②

富岡町（２０１８年３月９日認定）

・区域面積：約390ha ・居住人口目標：約1,600人

・避難指示解除の目標：
2023年春頃まで：特定復興再生拠点区域全域

（2020年3月、ＪＲ常磐線夜ノ森駅周辺の一部区域を解除）
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〇 令和３年８月３１日、「特定復興再生拠点区域外への帰還・居住に向けた避難指示解除に関する考
え方」を政府の基本的方針として決定。
〇 今後、基本的方針に基づき、関係機関と連携し、地元と十分に議論しつつ、施策の具体化を推進。

２２

（１）拠点区域外への帰還・居住に向けた避難指示解除の方針

2020年代をかけて、帰還意向のある住民が帰還できるよう、帰還意向を個別に丁寧に把握し、

拠点区域外の避難指示解除の取組を進める。

【帰還意向確認】 すぐに帰還について判断できない住民にも配慮して、複数回実施。

【除染開始時期】 拠点区域の避難指示解除後、帰還意向確認等の状況を踏まえて、遅滞なく、
除染を開始。

【除染範囲】 帰還する住民の生活環境の放射線量を着実に低減し、住民の安全・安心に万全

を期すため、十分に地元自治体と協議・検討。

【予算・財源】 除染・解体は国の負担。復興特会及びエネルギー特会により確保。

【その他】 居住・生活に必要なインフラ整備は効率的に実施。

立入制限の緩和についても必要な対応を実施。

【残された課題】 帰還意向のない土地・家屋等の扱いについては、引き続き重要な課題。地元自

治体と協議を重ねつつ、検討を進める。

（２）帰還困難区域を抱える自治体への個別支援の推進

活力ある地域社会の再生・持続を図るため、拠点区域外の避難指示解除のみならず、避難指示解
除区域や拠点区域への帰還及び移住・定住を促進。

１０ 帰還困難区域の復興④



１１ 被災自治体の職員確保等に向けた支援の状況

○ 被災自治体の職員確保のため、全国の自治体からの職員派遣の継続的な実施に加え、公務員ＯＢ、
民間実務経験者、青年海外協力隊帰国隊員等を活用するとともに、都市再生機構（ＵＲ）の現地の人
員体制の強化などの対応を推進。

○ 併せて、被災自治体の事務負担を軽減するために、発注方法の工夫（ＣＭ方式の導入等）や、事務
のアウトソーシング（土地買収関連業務の補償コンサルタントへの委託等）など、事業実施に必要な職
員やその労力を減らす取組を推進。

全国の自治体からの職員派遣

任期付職員の採用

ＵＲの復興支援体制
【25.4.1時点】

303人

【28.7.1時点】

460人

・任期付職員採用に必要な条例の制定、被災市町村に
おける採用の助言

・県による採用・県内市町村への派遣についての助言

（被災自治体における任期付職員の在職状況※）

全国の市区町村職員ＯＢの活用
・被災地で働く意欲のある市区町村の職員ＯＢ等の情報
をリスト化して被災市町村へ提供（ＯＢ情報システム）

【25.2.12時点】

２５年度 登録 182人、採用 0人

【26.3.1時点】

登録 204人、採用 45人

被災自治体における民間企業等の人材の活用

・民間企業や自治体の第三セクター等の従業員を在籍し
たまま被災自治体が受け入れる仕組みを整備、これに
伴う財政措置の周知の実施（25.3.1）

民間企業等から派遣され、地方公務員として採用された従業員数

復興庁による市町村業務支援

・国（復興庁）の非常勤職員として、青年海外協力隊帰
国隊員、国家公務員ＯＢ、民間実務経験者等を採用
し、市町村に駐在させる取組を実施（25.1～）

【25.4.1時点】

24人

※被災地派遣前提で採用・派遣された任期付職員は派遣人数にも計上されている。

【3.4.1時点】

３年度 登録 6人、採用 0人

【3.4.1時点】

791人

【25.10.1時点】

27人

【3.4.1時点】

26人

【24.4.16時点】

1,407人

【26.10.1時点】

2,255人

【3.4.1時点】

409人

【25.10.1時点】

1,135人

【28.10.1時点】

1,749人

【27.10.1時点】

63人

【26.10.1時点】

204人

【3.10.1時点】

58人

【3.4.1時点】

112人
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